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 （開会） 

課  長：  定刻になりましたので、始めさせていただきます。 

改めまして、皆様こんにちは。 

 本日は、お忙しい中、お集まりいただきまして誠にありがとうございます。

都市計画課長の〇〇でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 恐れ入りますが、ここからは着座で進行させていただきます。 

 本日の審議会につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点

から、マスクの着用等のご協力をお願いしております。 

 なお、体調がすぐれない場合などにつきましては、事務局へお伝えいただ

ければと存じます。 

 続けて、マイクについてご説明させていただきます。本日はワイヤレスマ

イクを使用するため、ご発言の際は挙手をお願いいたします。事務局がマイ

クをお持ちいたしますので、マイクを使用して発言をお願いいたします。 

 それでは、本日の審議会でございますが、諮問案件が２件、報告案件が２

件でございます。 

 これより、〇〇会長に議事の進行をお願いしたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

 （開会の辞） 

会  長：  それでは、早速でございますが、議事に入ります。 

 ただいまの出席委員数１５名、定足数に達しておりますので、令和４年度

第２回目の小平市都市計画審議会を開会いたします。 

 ここで、議事録署名人の指名を行います。名簿にあります順に、小平市商

工会会長の〇〇委員、国土交通大学校長の〇〇委員を指名いたしますので、

よろしくお願いいたします。 

 （傍聴許可） 

会  長：  次に傍聴でございますが、本審議会の傍聴申込みが３名あり、全員を傍聴

人として決定いたしましたので、報告いたします。ただいまから入室を許可

いたします。 

 それでは、傍聴人に申し上げます。 

 新型コロナウイルス感染予防対策のため、室内ではマスクの着用をしてい

ただきますようお願いいたします。 

 また、会議中の発言等は一切できません。写真撮影及び録音はお控えいた

だき、携帯電話等の通信機器はマナーモードの設定にお願いいたします。 

 なお、配布いたしました資料につきましては、閲覧用であり、お帰りの際

に回収させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 （市長挨拶） 

会  長：  それでは、審議に先立ちまして、小林市長よりご挨拶をいただきたいと思

います。よろしくお願いいたします。 
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市  長：  皆様、こんにちは。ただいまご紹介いただきました、小平市長の小林洋子

でございます。本日は、お忙しい中、当審議会にご出席いただきまして誠に

ありがとうございます。日頃より小平市行政にご理解、ご協力を賜りますこ

と、改めて感謝申し上げます。 

 さて、少子高齢化や超高齢化社会が進む中、持続可能なまちづくりはます

ますその重要性が高まっているところでございます。 

また、昨今、激甚化する災害に備えて、市民の皆様が安心・安全に過ごし

ていただける、そういったまちづくりというのも求められているところでご

ざいます。 

そうした中、本日は、「小平都市計画生産緑地地区の変更」、「特定生産

緑地の指定について」の２件をご審議いただくところでございます。 

また、報告事項といたしましては、土地利用に関する内容として、「用途

地域等の一括変更の都市計画決定に向けた手続きについて」、「小川東町二

丁目地区地区計画（原案）の概要について」のご報告をさせていただきます。 

 最後になりますが、都市計画をはじめ、市政運営に当たりましては、引き

続き委員の皆様のご指導、ご支援をいただきながら、小平市都市計画マスタ

ープランに掲げる、まちの将来像の実現に向けて鋭意努力を続けてまいる所

存でございます。 

何卒よろしくお願い申し上げ、ご挨拶とさせていただきます。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

会  長：  ありがとうございました。 

 ここで、大変恐縮でございますが、市長は所用がございますので退席いた

します。ご理解のほど、お願い申し上げます。 

 （市長退席） 

会  長：  それでは、これより審議に入ります。 

 生産緑地に関連する案件でございますので、小平市都市計画審議会条例第

３条の規定に基づく臨時委員といたしまして、小平市の農業経営に関する専

門家として、東京むさし農業協同組合小平地区統括支店次長の〇〇委員にご

出席をいただきます。 

 ここで臨時委員の入室をお願いいたします。 

 （臨時委員入室） 

会  長：  それでは、早速ですが、入室されました〇〇委員にご挨拶をお願いいたし

ます。 

委  員：  皆様、こんにちは。小平支店で統括次長を拝命しております〇〇と申しま

す。本日はよろしくお願いいたします。 

会  長：  ありがとうございました。〇〇委員には、次の諮問案件「特定生産緑地の

指定について」まで、続けて審議にご参加をいただきます。 

 それでは、０４諮問第２号「小平都市計画生産緑地地区の変更」の提案説
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明を事務局よりお願いいたします。 

課  長：  諮問第２号「小平都市計画生産緑地地区の変更」に係る資料の確認をさせ

ていただきます。 

 事前に配布いたしました資料につきましては、資料１、Ａ４判の「小平都

市計画生産緑地地区の変更」、資料２、Ａ４判の「新旧対照表」、資料３、

Ａ０判の１０，０００分の１の地図で、市内全域を示した「小平都市計画生

産緑地地区総括図」、資料４、Ａ３判を折った２，５００分の１の地図で示

した「小平都市計画生産緑地地区計画図」が１６分の１から１６分の１６ま

での１６枚でございます。最後に、参考資料としまして、Ａ４判の「生産緑

地の買取り制度について」でございます。 

 不足はございませんでしょうか。 

 提案説明に入ります前に、まず簡単に生産緑地の制度につきましてご説明

させていただきます。 

 生産緑地は、都市計画法及び生産緑地法に基づき、主に三大都市圏の特定

市の市街化区域内農地において指定されております。 

 生産緑地法は、都市の緑とオープンスペースの確保による公害・災害等の

防止と生活環境の悪化防止、公共施設等の予定地の確保等を図るため、昭和

４９年に制定されました。 

その後、農地の宅地並み課税と平成３年の生産緑地法の改正に伴い、農業

を継続する意思のある方の同意により生産緑地の指定を行い、市内のほとん

どの生産緑地が改正後の生産緑地法に基づく平成４年の指定となっており

ます。 

現行の生産緑地法では、生産緑地に指定されますと開発行為等は制限さ

れ、原則として３０年間営農を行うこととなっております。 

 参考資料「生産緑地の買取り制度について」の裏面をご覧いただきたいと

存じます。「生産緑地地区買取り申出手続き等の流れ」の図の左側をご参照

ください。 

 生産緑地の所有者の買取りの申出は、①都市計画の指定の日から３０年を

経過したとき、②農業の主たる従事者が死亡したとき、もしくは農業に従事

することを不可能とさせる故障が生じたときに、市に対し時価による買取り

の申出ができます。 

 買取り申出から１か月以内に、市が買い取る、または買い取らない旨を通

知し、買い取らない場合は、小平市農業委員会、東京むさし農業協同組合に

対して、農業希望者のあっせんへの協力を依頼いたします。買取り申出から

３か月であっせん不調の場合は、開発行為等の行為制限が解除されます。市

は、買取り、またはそのあっせんに努めるものとなっておりますが、財政上

の理由や所有者の土地の利活用などから、買取りができないことが多いのが

現状でございます。 



 4 

 生産緑地地区に係る都市計画の変更は、諸手続のため便宜上１年に１回行

っている関係から、今回削除を行う生産緑地は令和３年１月から１２月まで

の１年間に買取り申出等が行われた地区でございます。そのため、既に開発

行為等が行われている箇所がございます。 

 生産緑地の削除につきましては、買取り申出によるものの他に、公共施設

の設置に伴う削除がございます。生産緑地法第８条第４項では、公共施設等

設置または管理に係る行為を行う者は、あらかじめ市長に届け出ることで農

地としての行為制限を解除することができることとしております。この公共

施設等につきましては、生産緑地法施行令で都市計画施設及び土地収用法に

規定されている事業施設として、道路や学校、病院、保育園など福祉施設が

規定されており、これらを設置する者はあらかじめ市長に通知をすることで

設置することが可能となります。 

 続きまして、生産緑地の追加決定でございます。 

 既に農業を営んでいることや面積などを要件としてこれまでも追加決定

を行ってまいりましたが、平成３０年度より生産緑地法の改正を受けまして

指定要件を緩和いたしました。主な変更点は、条例制定により生産緑地地区

の下限面積を従来の５００㎡から３００㎡へ緩和したことと、都市計画運用

指針の改正を受け過去に農地転用の届出が行われた農地や、行為制限が解除

された農地の再決定を可能としたことでございます。 

 それでは、諮問第２号、「小平都市計画生産緑地地区の変更」についてご

説明いたします。時間の関係もございますので、変更を行う理由ごとに主な

箇所を説明させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 初めに、「削除」についてご説明いたします。資料１「小平都市計画生産

緑地地区の変更」の第２「削除を行う位置及び区域」をご覧ください。地区

の全部を削除するものが４地区、一部を削除するものが１５地区、計１９地

区でございます。１９地区のうち、買取り申出に伴う行為制限の解除による

ものが１６地区、公共施設の設置に伴う削除が４地区でございまして、同じ

地区内に買取り申出と公共施設の設置が重なったところが１地区で、全体で

は１９地区の削除となっております。 

 削除につきまして、主な箇所として数例を図面でご説明いたします。 

 まず、資料４、Ａ３判を折った２，５００分の１の地図「小平都市計画生

産緑地地区計画図」の６枚目、図面番号「１６分の６」のページをご覧いた

だきたいと存じます。 

 上水本町一丁目付近の図となっております。左下の「凡例」にあるように、

黒い縦じまの線の箇所が既存の生産緑地になりまして、黒く塗り潰してあり

ますのが、今回削除する箇所でございます。 

また、数字が明記されておりますが、生産緑地の地区ごとにつけられている

地区番号でございます。 
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黒塗りの箇所が二つございます。図面の中央付近をご覧ください。 

地区番号１５３番は、地区の一部、面積約１，５００㎡を削除するもので

ございます。小平都市計画道路３・２・８号府中所沢線用地として東京都が

用地を取得した箇所で、生産緑地法第８条第４項の規定による公共施設の設

置として削除するものでございます。 

 次に、その左下付近をご覧ください。地区番号１５４番は、地区の一部、

面積約３，４２０㎡を削除するものでございます。主たる事業者の死亡を理

由とした買取り申出による削除でございます。 

 次に、１１枚目、図面番号「１６分の１１」をご覧ください。鈴木町二丁

目付近の地図でございます。 

 図面の中央、地区番号２８０番は地区の一部の削除でございますが、生産

緑地法第８条第４項の規定による公共施設の設置として、保育園の設置によ

る面積約５５０㎡の削除になります。 

 次に、追加指定のご説明をいたします。資料１にお戻りください。 

 小平都市計画生産緑地地区の変更の、第３「追加を行う位置及び区域」を

ご覧ください。 

 令和３年１２月２０日から令和４年２月１０日にかけて追加指定を募集

いたしましたところ、８地区８件の申出があり、農業委員会事務局とともに、

現地の確認や営農状況の審査を行いまして、７地区７件を追加指定の対象と

いたしました。地区の一部を追加するものが５地区、地区の全部を追加する

ものが２地区でございます。行為制限解除後の再指定が３地区含まれており

ます。 

今回追加に至らなかった１地区につきましては、所有者から事前協議の後

に取下げの申出があったものでございます。 

 追加決定につきましても主なものをご説明いたします。 

資料４、計画図の１枚目、図面番号「１６分の１」をご覧ください。上水

新町２丁目付近の図でございます。 

 左下の「凡例」にあるように、緑色の格子の箇所が追加決定の区域でござ

います。 

 中央の緑色の格子の部分が地区番号４９９番でございます。生産緑地地区

に指定されていなかった農地、約２，８００㎡を新たに指定するものでござ

います。 

 次に、２枚目の図面番号「１６分の２」をご覧ください。小川町１丁目付

近の図でございます。 

 図面左手に地区番号２２番がございます。面積約１５０㎡で、以前、行為

制限が解除された生産緑地地区の一部を再指定するものでございます。 

 次に、同じ図面の右下に地区番号５００番がございます。面積約３５０㎡

で、こちらも以前、行為制限が解除された生産緑地地区の一部を再指定する
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ものでございます。これは、小平市の条例により生産緑地地区の下限面積を

３００㎡と緩和していることで追加決定するものでございます。 

 これ以外の追加決定は４地区でございます。 

 最後に、資料２「新旧対照表」をご覧ください。 

 一番下の欄に「３ 面積の変更」とございます。昨年１２月に告示してお

ります、変更前の生産緑地地区数３４３地区、約１５６．２１ヘクタールに

対しまして、削除と追加等により、３４１地区、１５１．９５ヘクタールと

なるものでございます。 

 以上が、諮問第２号「小平都市計画生産緑地地区の変更」に係る提案説明

でございます。 

 なお、本案につきましては、生産緑地法の規定によりまして、本年７月１

９日付で東京都との協議が済み、８月５日から８月１９日までの２週間、縦

覧をいたしましたが、特に意見はございませんでした。 

今後、本都市計画審議会の諮問・答申を経まして、都市計画決定をしてま

いりたいと考えてございます。 

 説明は以上でございます。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

会  長：  提案説明が終了いたしました。 

 それでは、これより質疑に入ります。ご意見、ご質問のある方は挙手をお

願いいたします。 

委  員：  ５ヘクタールぐらい減ったということですが多いのか少ないのか、市とし

てどのように評価しているのか。減ったということは宅地化して住宅が増え

たと思いますが、今後も減少する可能性があるのか、伺います。 

課長補佐：  まず、生産緑地の面積の推移については、昨年と比較しますと、今回生産

緑地として指定された場合、農地全体の面積約１６６．６ヘクタールのうち、

生産緑地の占める割合が約１５１．９５ヘクタールになります。生産緑地と

しては、もちろん年によってばらつきはありますが、大体、年々１ヘクター

ルから４、５ヘクタールの割合で減っています。要因として多いのが、お亡

くなりになられて相続により、後継者がいなくやむを得ず手放すというのが

ありますので、この年は多いとかは一概に言えない状況です。 

ただ、傾向としては年々減ってきていることから、特定生産緑地への移行

や、法の整備による面積要件の緩和、また、一度行為制限を解除して生産緑

地でなくなったものを新たに再指定できる等の農地等を保全する方策があ

りますので、産業振興課や東京むさし農業協同組合と協力して周知を図って

いくことが重要と考えております。 

 加えて、所有者が一番懸念するのが税関係だと思いますので、相続税の補

助制度等、市長会を通じて国へ要望を出しております。 

委  員：  実際に市が買い取ったところがあったのか教えください。 

課長補佐：  過去に市が買取申出に応じた案件は、１１件ございます。直近では令和２
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年に１件、３，０００㎡強を買い取っています。こちらは、第３次みちづく

り・まちづくりパートナー事業により整備する小平３・３・３号線の都市計

画道路用地と鎌倉公園の都市計画公園用地として買収したものです。 

 基本的には、買取申出があった場合、時価で買い取ることとなっており、

市としては公共用地として買取りに応じたいのですが財政的な面がありま

す。また、相続の兼ね合いで突発で買取り申出が出てきますので、タイミン

グが合えば買取りに応じることはありますが、令和３年度は買取ることが難

しい状況でした。 

 買取り申出があった場合には、都市計画課だけではなく道路課や、学校用

地が近ければ教育委員会等、関連する課へ買取り有無について毎回確認して

おります。 

会  長：  ほかにございますでしょうか。 

委  員：  今回、買取り申出の一番の要因は、農業者の方の死亡が多かったのでしょ

うか。 

課長補佐：  資料１の表の第２をご覧ください。買取り申出は、全部で１９件ございま

す。このうち４件、６４番、１５３番、２５４番、２８０番に関しましては

農業従事者の死亡ではなく、生産緑地法第８条第４項の規定による公共施設

の設置により削除でございます。 

それ以外の内訳としましては、１５件中１３件が農業従事者の死亡で、残

り２件は農業に従事することを不可能とさせる故障でございます。 

委  員：  公共施設の設置以外で開発等を理由として市が買い取る考えはあるのお

伺いします。 

課長補佐：  生産緑地法第８条第４項の規定による公共施設の設置は、道路、公園、学

校、病院等の公共用地に該当する必要があります。市が買い取る可能性とし

ては、都市計画道路用地や学校用地が考えられますが、現時点でははっきり

申し上げることは出来ません。 

委  員：  公共施設というのが基本的なところということですが、例えば、市民菜園

なんかは市が土地を借りてという流れがあると思います。農地保全の観点か

ら、市民農園として市が生産緑地を買い取るお考えがあるのか、伺います。 

課  長：  市民菜園での買取りの予定はございませんが、例えば鎌倉公園は農業公園

として農地を保全するため、公園用地として買取りに応じたところでござい

ます。 

会  長：  ほかにご質問はいかがでしょうか。 

委  員：  公共施設に係る削除について、上水本町と鈴木町の保育園のことがありま

したが、残りの２つについても教えください。 

課長補佐：  内訳としましては、地区番号６４番の小川町一丁目地内が学校グラウンド

用地、地区番号１５３番の上水本町一丁目地内が小平都市計画道路用地、地

区番号２５４番の御幸町地内が緑道用地で、地区番号２８０番の鈴木町２丁
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目地内が保育園です。 

委  員：  ５００㎡から３００㎡へ面積要件を緩和したことにより、今回指定に至っ

た農地がいくつかあるかと思いますが、市として面積要件の緩和により一定

の効果があったと評価しているのでしょうか。また、今後更に面積を引き下

げることは可能なのかと数値設定の根拠についてお伺いします。 

課長補佐：  面積要件の緩和については、市の条例で生産緑地地区に定めることが出来

る面積の下限を５００㎡から３００㎡に引き下げております。今回の追加指

定の７件のうち、例えば地区番号５００番の小川町一丁目地内については、

面積の引き下げのほか、過去に買取り申出により行為制限が解除された農地

も再指定が可能となったことから生産緑地の指定に至ったものでございま

す。 

また、農地単体で３００㎡無くても生産緑地に隣接して一団の土地となる

場合には、生産緑地に指定することが可能となっております。面積の引き下

げのほか、再指定を可能とする等の指定要件の緩和は、農地保全に一定の効

果があると考えておりますが、引き続き周知を徹底してまいります。 

委  員：  土地の中で飛び地になっていても、一団とみなして生産緑地に指定するこ

とは可能なのか伺います。資料１の第３の表では、地区番号２２番が１５０

㎡、地区番号２４３番が１００㎡とありますので、その考え方で指定に至っ

たのかお聞きします。 

課長補佐：  飛び地に関しましては、以前は農地との間に介在する道路等の規模があり

ましたが、法の整備により物理的に一体性を有していると認められれば一団

の農地として見ることが可能となっております。なお、個々の面積について

は、１００㎡程度を下限としております。 

 地区番号２２番と２４３番については、個々の面積は小さいですが、自己

所有もしくは他の所有者の生産緑地に隣接しており、一団の土地とみなせた

ことから指定に至ったものでございます。 

委  員：  市条例で下限面積を定めることが出来るようであれば、もう少し面積を下

げることが出来るという考えでよろしいですか。 

課長補佐：  ３００㎡の数値設定については、防災機能の発揮が期待される緑地の面積

を参考に市の条例で定めたものになります。 

会  長：  ほかにございますでしょうか。 

 特にないようでございますので、ここで議決を行いたいと存じます。 

 ０４諮問第２号「小平都市計画生産緑地地区の変更」につきまして、原案

のとおり承認することにご異議ございませんか。 

 （異議なしの声） 

会  長：  異議なしと認め、承認することといたします。 

 続いて、０４諮問第３号「特定生産緑地の指定について」の提案説明を事

務局よりお願いいたします。  
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課  長：  諮問第３号「特定生産緑地の指定について」に係る資料の確認をさせてい

ただきます。 

 事前に配布いたしました資料といたしましては、資料１、Ａ４判の「特定

生産緑地の指定について」、資料２、Ａ４判の「特定生産緑地の指定書」、

資料３、Ａ０判の１万分の１の地図で「小平市特定生産緑地総括図」、資料

４、Ａ３判を折った２，５００分の１の地図で「特定生産緑地指定図」、こ

ちらは図面番号３１分の１から３１分の３１までの３１枚でございます。 

 不足はございませんでしょうか。 

 初めに、資料１になります。「１ 背景」をご覧ください。 

 生産緑地地区におきましては、３０年間の営農継続が義務づけられる一

方、固定資産税等の税制優遇が受けられることとなっております。 

市内では、令和３年１２月の告示時点で約１５６．２１ヘクタールが都市

計画決定されております。その大半は、現在の生産緑地の仕組みができた直

後の平成４年１０月に決定されたものであり、令和４年１０月をもって多数

の生産緑地地区が一斉に決定後３０年の期日を迎え、それ以降は宅地等への

転用が可能となります。 

 このような中、平成３０年４月の生産緑地法改正により、所有者等の同意

の下、指定の手続を完了すれば営農継続期間が１０年間延伸されるととも

に、従来適用されていた固定資産税や相続税の税制措置も継続されます特定

生産緑地制度が創設されました。 

 市では、農地保全のため、当該制度へ移行する手続を進めてまいりました。

今回は３回目の指定となりますが、生産緑地法第１０条の２第３項の規定に

より、本都市計画審議会の意見聴取を行ったうえ、資料２～４のとおり特定

生産緑地に指定するものでございます。 

 なお、既に指定済みの特定生産緑地のうち、買取り申出等により要件のな

くなった区域については指定を解除いたします。 

 次に、「２ 周知の取組」をご覧ください。 

 特定生産緑地制度開始に関する最初の広報といたしまして、平成３０年１

１月２０日号市報において、制度開始に関する記事を掲載いたしました。 

 続いて、令和元年８月に全ての生産緑地所有者に対しまして、都市計画決

定から３０年経過する日をお知らせする文書と説明会の開催案内を送付い

たしました。 

 令和元年９月には、制度及び手続に関する所有者向け説明会を市内５会場

にて合計８回開催し、延べ２１９人にご参加いただきました。 

 なお、参加いただけなかった方へも情報提供するため、後日、全ての所有

者へ説明会資料等をお送りしております。 

 令和２年３月には、平成４年及び平成５年決定の所有者の方に特定生産緑

地指定申請書を送付し、順次、申請受付を開始いたしました。 
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 令和２年１２月に１回目の特定生産緑地の指定、令和３年１２月に２回目

の指定を行いました。この間、令和３年３月、令和４年１月と、未申請筆の

所有者の方に特定生産緑地の指定意向を確認する通知を送付するほか、職員

による個別訪問の実施など、農業委員会事務局やＪＡ東京むさし小平支店の

御協力を賜りながら未申請者への働きかけを行い、令和４年３月末までの指

定申請期間内に指定するかどうかの意向を確認いたしました。 

 なお、申請希望の筆につきましては特定生産緑地指定申請書、申請を希望

しない筆につきましては希望しない旨の届けを文書で提出いただきました

が、最終的に共有者の意向が調わないなど未提出となったケースが１件ござ

いました。 

 次に、「３ 指定申請状況等」をご覧ください。 

 対象生産緑地面積は平成４年及び平成５年決定分のもので合計約１４２

ヘクタールとなっており、そのうち昨年度までに特定生産緑地指定済みの面

積が約１１５ヘクタールでございます。今回、指定申請があった面積が約２

４ヘクタールで、全てを特定生産緑地に指定するものでございます。指定済

みと今回指定分を合算し、今回指定を解除する１ヘクタールを差し引きます

と、約１３８ヘクタールでございます。対象生産緑地面積の約９７％が特定

生産緑地に指定することになります。 

 資料２、指定書をご覧ください。 

 今回、生産緑地に指定する生産緑地の一覧でございます。表の左から、番

号、指定番号、位置、生産緑地地区番号、面積、申出基準日、図面番号を記

載してございます。 

 なお、資料２の４ページ目は、今回、特定生産緑地を解除する生産緑地の

一覧でございます。 

 資料３、総括図には、市内全域の特定生産緑地について１枚の図に示して

おります。 

 また、資料４、指定図には、Ａ３判を折った２，５００分の１の地図で示

しております。 

 資料４、図面番号３１分の１をご覧ください。たかの台、上水新町付近の

図でございます。 

 左下の「凡例」にありますように、今回指定する区域は細かい茶色の格子

で、また既に指定済みの区域は間隔の広い茶色の格子で示しております。図

の左手で「１５－５０４」と番号のある箇所、及び図の右手に「２０－５０

４」と番号のある箇所が今回指定する区域でございます。 

 また、白抜きの箇所につきましては、特定生産緑地に未指定の箇所となり

ます。白抜きになっている箇所には３通りございまして、（１）として、平

成３年以前に旧生産緑地法により指定された箇所、（２）として、平成６年

以降に追加決定された生産緑地地区の箇所で、いずれも今回の特定生産緑地
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の対象になっていない生産緑地でございます。最後に、（３）として、今回

の生産緑地の対象になる生産緑地地区、平成４年と平成５年決定分でござい

ますが、指定申請がなかったもの、になります。 

この１枚目の図面でご説明いたしますと、右上の「２０－５０４」の北側

にある茶色の枠のみの箇所は平成１６年に追加決定された箇所で、今回の特

定生産緑地の対象にはなっていない生産緑地でございます。 

 続きまして、図面番号３１分の３１をご覧ください。花小金井六丁目付近

の図でございます。 

 この中に、今回、特定生産緑地を解除する区域がございます。茶色で塗り

潰してある箇所に「４１３－５０２」とありますが、令和２年に指定済みの

箇所で、その後に買取申出の事由が生じたため、今回、生産緑地地区を削除

し、あわせて特定生産緑地を解除するものでございます。 

 今回、特定生産緑地を解除する地区はほかに８地区ございます。 

 それでは、資料１にお戻りください。 

 最後の「４ 今後の予定」でございますが、生産緑地法に基づきまして、

本日の小平市都市計画審議会で意見聴取を行った上で、１０月上旬に特定生

産緑地指定の告示を行う予定でございます。 

また、平成６年以降決定分の生産緑地については、決定後３０年の期日が

近づいた時点で個別に案内を行い、順次、指定申請を受け付ける予定でござ

います。 

 説明は以上でございます。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

会  長：  提案説明が終了いたしました。 

 それでは、これより質疑に入ります。ご意見、ご質問がある方は挙手をお

願いいたします。 

委  員：  特定生産緑地の指定に当たり、今まで何回も足を運んで未申請筆の所有者

に対して意向確認を一生懸命頑張っていただいたと思います。 

 先ほど１件未提出というお話がありましたが、どのような扱いになるの

か、お聞きいたします。 

課長補佐：  この１件につきましては、複数の方が共有名義でお持ちであり、意向がま

とまらなかったという事例です。こちらは、特定生産緑地に移行しないこと

となりますので、いつでも買取り申出ができるほか、固定資産税が５年かけ

て段階的に通常の宅地並み課税に上がっていくことになります。また、次世

代の方は相続税の納税猶予を受けることが出来なくなります。 

委  員：  そうしますと、今現在はその共有されている方の意思決定がなく、特定生

産緑地には移行しないという理解でよろしいのでしょうか。 

課長補佐：  お見込みのとおりです。特定生産緑地への指定について、反対の方、賛成

の方がおり、中々意思がまとまらないと伺っております。 

会  長：  ほかにございますでしょうか。 
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 それでは、質疑も尽くしたようでございますので、ここで議決を行いたい

と存じます。 

 ０４諮問第３号「特定生産緑地の指定について」、原案のとおり承認する

ことにご異議ございませんか。 

 （異議なしの声） 

会  長：  異議なしと認め、決定といたします。 

 ここで、生産緑地に関連する案件が終了いたしましたので、臨時委員の〇

〇委員はご退席されます。ありがとうございました。 

 （臨時委員退室） 

会  長：  続いて、これより報告案件が２件ございます。事務局より報告の後、質問

の時間を取りたいと思います。 

 では、最初に、「用途地域等の一括変更の都市計画決定に向けた手続きに

ついて」について報告をお願いいたします。 

課  長：  用途地域等の一括変更の都市計画決定に向けた手続きについて、ご報告い

たします。報告資料１をご覧ください。 

 小平市では、東京都決定の「区域区分」の都市計画変更にあわせて、用途

地域や高度地区などの一括変更を予定しております。 

東京都は、前回の区域区分の変更から１５年以上が経過し、区域区分の境

界根拠とする地形地物等に変化が生じていることから、都内全域を対象に区

域区分の見直します。一方で、小平市決定である「用途地域等」についても、

同様に境界根拠とする地形地物等に変化が生じているため、用途地域等を見

直すものでございます。 

 初めに、「１ 用途地域等の一括変更とは」の「（１）一括変更の対象とな

る都市計画」でございます。 

 一括変更は、東京都決定である区域区分のほかに、小平市決定である用途

地域、高度地区、防火、準防火地域などを対象としております。 

 続きまして、「（２）目的」でございます。 

 都市計画事業の施行や個別の開発等により、地形地物等に変化が生じた用

途地域等の境界を是正することが主な目的でございます。 

 次に、「（３）一括変更の対象とする地区」でございます。 

 東京都が作成した「用途地域の見直し対象の考え方について」に基づき、

小平都市計画区域に該当する地区を抜粋しております。 

 「①用途地域の境界の基準としていた地形地物が変化した地区」でござい

ますが、都市計画事業等により、道路形状が変更した地区などを対象として

おります。 

 「②用途地域の境界の基準としていた地形地物が無くなった地区」でござ

いますが、道路や通路の廃止により、地形地物がなくなった地区などを対象

としております。 
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 「③用途地域の境界の基準としていた地形地物に変化はないが、現指定の

用途地域の境界の位置や根拠が不明確な地区」でございますが、例えば住居

表示実施等による現指定の用途地域の境界の位置が特定できないなど、用途

地域の境界が不明確な地区を対象としております。 

 裏面をご覧ください。 

 「２ 都市計画変更の手続き」の「（１）変更箇所の抽出」でございます。 

 一括変更の対象となる地区を選定するため、市内全域を対象に、現指定の

用途地域や高度地区などの各都市計画の計画図と、計画図の下図として使用

する最新の地形図を重ね合わせ、地形地物等が変化し、用途地域等の境界に

不整合が生じている箇所を抽出いたしました。抽出した箇所の不整合理由を

整理し、東京都が作成した「用途地域の見直し対象の考え方について」を参

考に、一括変更の対象とする変更箇所１１か所を選定いたしました。 

 次に、「（２）用途地域等の都市計画変更手続のスケジュール（予定）」で

ございますが、現在、地権者等に対し、通知等により都市計画変更案の概要

を説明しております。 

今後は、翌年１月上旬から２週間の案の縦覧、意見書の受付を実施し、令

和５年３月に都市計画審議会への諮問を経まして、４月に都市計画変更を予

定しております。 

 なお、都市計画変更の時期は、東京都より東京都決定の区域区分の都市計

画変更に合わせるように指示が出ております。 

 最後に、「３ 都市計画案の概要」でございます。 

 「（１）区域区分（東京都決定）」でございますが、区域区分の境界根拠と

する地形地物等に変化がないため、区域区分の都市計画変更はございませ

ん。 

 「（２）用途地域等（小平市決定）」でございますが、一括変更の対象とす

る地区として１１箇所の都市計画変更を行う予定でございます。報告は以上

でございます。 

会  長：  報告が終わりました。 

 何かご質問がございましたらお願いいたします。 

委  員：  用途地域の変更となると土地の資産価値に影響が出てくると思いますが、

今回は用途地域の境界部分を見直すのか、もしくは全体を見直すのか、ご説

明をお願いします。 

課長補佐：  今回の変更に関しましては、特定の地区の用途地域を変更するというもの

ではなく、現在の都市計画の図と最新の地形図を重ね合わせ、地形地物が変

化し、用途地域の境界に不整合が生じている部分について、変更をかけるも

のでございます。 

委  員：  用途地域の変更については、市の権限かと思いますが、今後用途地域を見

直す予定はありますでしょうか。 
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課長補佐：  この用途地域の見直しは、権限が委譲されて、今回、市として実施するの

は初めてのことになります。今後も東京都から見直しの依頼等がありました

ら対応しますが、現時点では、市として個別に用途地域を見直す予定はござ

いません。 

ただし、例えば再開発事業や都市計画道路の整備など、地区計画の策定が

必要となった際には、適宜、用途地域の見直し等を図る予定でございます。 

会  長：  ほかにございませんか。 

 ないようでございますので、質疑を終了いたします。 

 続いて、報告事項２点目の「小川東町二丁目地区地区計画（原案）の概要

について」、事務局より報告をお願いいたします。 

課  長：  小川東町二丁目地区地区計画（原案）の概要について、ご報告いたします。

報告資料２をご覧ください。 

 本地区、小川東町二丁目地区は、昭和４６年に建設された８棟の住宅団地

でみどり豊かな地区を形成しております。一方、建設から５０年以上が経過

し、建物の老朽化等が進行しており、居住者の高齢化が進む中、バリアフリ

ー環境が整備されていない等の諸課題を抱えており、建替えによる団地の再

生が進められております。 

 また、本地区につきましては、建設当時に都市計画法に基づく「一団地の

住宅施設」に指定され、現在の周辺に指定されております都市計画制限より

も厳しく、地区の再生を考える上で制約となっております。 

 こうしたことから、小平市都市計画マスタープランに基づき、地区のみど

り豊かな良好な住環境の維持・向上を図るとともに、周辺市街地の環境にも

配慮しながら高齢者や子育て世代などの多様な世代が安全・安心に住み続け

られる住宅団地の再生を目指すため、地区計画を定めるものでございます。 

 なお、現在指定されている「一団地の住宅施設」につきましては、地区計

画の決定にあわせて都市計画変更により廃止いたします。 

 最初に、「１ 小川住宅の概要及び公法上の規制」でございますが、位置

につきましては右図をご覧ください。府中街道と西武拝島線が立体交差する

東側、点線で囲まれている区域が「一団地の住宅施設」を指定している小川

住宅の区域でございます。 

 現況の建物概要といたしまして、所在は小川東町二丁目地内、建築年は昭

和４６年で、築５０年を経過しております。こちらは分譲建物で、全８棟、

２３０戸、階層は地上５階建てでございます。 

 また、都市計画法等による規制といたしましては、用途地域は第一種中高

層住居専用地域で準防火地域に指定しており、高度地区による高さ制限もか

かっております。用途地域上の建蔽率・容積率はそれぞれ６０％、２００％

でございますが、都市計画上「一団地の住宅施設」として定められ建築され

た経過により、建蔽率２０％、容積率７０％とより厳しい規制の対象となっ
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ております。 

 なお、一団地の住宅施設とは、良好な居住環境を確保することを目指し、

必要な施設を一団の土地に集合的に建設することを都市計画で定めるもの

で、本地区は、住棟の配置、戸数、建築密度、公園等の公共公益的施設が決

められております。しかしながら、建築物の老朽化等により建替えの必要性

が生じているなど、特に社会・経済状況の変化により現状の規制内容が必ず

しも実情に合わなくなった場合にあっては、地区計画の活用等により、引き

続き良好な居住環境を確保した上で一団地の住宅施設を廃止することが望

ましい旨、国の指針で示されております。 

 続きまして、「２ 地区の位置及び区域」でございます。 

 位置につきましては小川東町二丁目地内、本地区計画の区域につきまして

は、現在指定されている一団地の住宅施設と同じ区域で、面積は約２．５ヘ

クタールでございます。 

 次に、「３ 地区計画の策定」の「（１）地区計画の目標」でございます。 

 地区計画の目標としましては、みどり豊かな沿道空間の創出やコミュニテ

ィ拠点となる地域にも開かれた場の確保と併せ、地区のみどり豊かで良好な

住環境の維持・向上を図るとともに、良質な住宅ストックの形成を誘導し、

周辺市街地の環境にも配慮しながら多様な世代が安全・安心に住み続けられ

る住宅団地の再生を目標としております。 

 資料の裏面にお移りください。次に「（２）地区施設の配置」でございま

す。 

 防災性の向上や広場・緑地等のオープンスペース等の観点から、北側の道

路側に広場２箇所と緑道を配置しております。また、周辺環境に配慮して、

周辺市街地と隣接する地区外周部に緑地帯を配置しております。 

 次に、「（３）地区整備計画の内容」でございます。下の表をご覧ください。 

 良好な住環境を形成するため、建築物等の用途の制限を定めております。

具体的には、用途地域で建てられる種類の建物のうち、地区計画により、地

区の生活環境にふさわしくない建物は建てられないよう制限するものでご

ざいます。 

表では建築できる用途を列挙しておりますが、制限される用途の例といた

しましては、オープンスペース確保の観点から一戸建て住宅や併用住宅を制

限するほか、不特定多数の人が出入りする学校や公衆浴場等でございます。 

 建蔽率の最高限度につきましては、敷地内の空地を確保し、みどり豊かで

ゆとりある良好な住環境を形成するため、建蔽率を４０％としております。 

 容積率の最高限度につきましては、周辺環境に配慮し、良好な住環境を形

成するため、１８０％としております。 

 敷地面積の最低限度では、敷地の細分化を防ぎ、ゆとりある住環境を形成

するため、３，０００㎡としております。 
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 壁面の位置の制限につきましては、歩行者空間の確保や周辺市街地への圧

迫感の低減に配慮するため、建物の外壁等は敷地境界線から５ｍ以上、北側

の道路境界線から６ｍ以上後退するものとしております。 

 形態又は色彩その他の意匠の制限では、周辺環境と調和したまち並みや景

観の形成を図るため、形態、意匠は周辺環境との調和を図る、色彩は落ち着

きのある色調とする、屋外広告物は景観、風致を損なう恐れがないものとす

るとしております。 

 垣又はさくの構造の制限では、みどり豊かで快適な歩行者空間の形成及び

防災性の向上を図るため、生垣又は透過性を有するフェンスとしておりま

す。 

 最後に、「４ 今後の主な予定」でございますが、９月２８日に小平元気

村おがわ東におきまして、本原案の説明会を開催いたします。 

その後、９月２９日から２週間の原案の縦覧、及び同日から３週間の意見

書の受付、翌年１月上旬から２週間の案の縦覧、意見書の受付を実施し、都

市計画審議会への諮問を経まして３月に都市計画決定する予定でございま

す。 

 なお、地区計画の都市計画決定に合わせまして、現在指定されている「一

団地の住宅施設」を都市計画変更により廃止する予定でございます。 

 報告は以上でございます。 

会  長：  報告が終わりました。何かご質問がございましたらお願いいたします。 

 ないようでございますので、それでは質疑を終了いたします。 

 ここで事務局のほうから連絡事項があるようですので、よろしくお願いい

たします。 

課  長：  次回の都市計画審議会でございますが、来年の３月の開催を予定しており

ます。日時等につきましては事務局よりご連絡をいたしますので、その際は

よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

会  長：  それでは、本日の議事は全て終了いたしました。 

 以上をもちまして、第２回小平市都市計画審議会を終了いたします。 

 皆さん、ありがとうございました。 

 （閉会） 

 


